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電子取引→紙出力禁止→だから

電子帳簿保存法承認申請廃止→だから

その他の電子帳簿認める→エクセル・複式簿記→なぜ

優良電子帳簿創設→旧電帳法→インセンティブ→なぜ

タイムスタンプ要件緩和→2か月＋7営業日に統一なぜ

スキャナー保存・電子取引→改ざん→＋重加算税10％＋

検索要件「取引年月日」「取引金額」「取引先」３つ

当局もやっと気づいた

結論

電子帳簿保存法の帳簿の電子保存や
スキャナ保存は義務ではない

あくまでも任意→紙が原則

ややるかやらないかはあなた次第

じゃあ 義務になったのは

電子取引は電子で保存→これだけ



1998

2005

2015
税制改正 金額基準や電子署名などの厳しい要件が撤廃され、対応ハードルが下がる

仕事は全て紙 法人税法施行規則第59条

電子帳簿保存法施行 コンピューター作成した帳簿（仕訳帳など）等が電子保存が可能に
スキャナ保存は2005年

e文書法施行 書類をスキャンして電子保存する「スキャナ保存」が可能に

2016
税制改正 スマホ画像OK

2019
税制改正 過去分重要書類のスキャナ保存が可能に

2020
税制改正 タイムスタンプが不要が可能に

2021
税制改正 令和4年1月1日施行 電子取引の紙出力禁止→影響大 性悪説→性善説

電子帳簿保存法の歴史

法人も個人もＤＸしなければ！

コロナ禍こそ変化のチャンス！

業界全体においてＤＸ（デジタルトランスフォー
メーション）という言葉がトレンドになって来て
います。法人の経営者だけでなく個人事業者もデ
ジタル化に危機感を持ち、ＤＸに取り組み始める
ところも出てきましたが、従来と何も変わらない
変わろうとしない企業も多く存在し、ＤＸに対し
二極化が始まってきています。私たち税理士はお
客様の現状を把握し、方向性をしかっりとお客様
に示したいですね。

DXとは、進化したIT技術を浸透させることで、人々の生活をより良いものへと
変革させるということです。



お客様のデジタル化の前に事務所の
改革を！！

• 電子帳簿保存法の内容は単純です

• お客様に単純なことを話す事は出来ても、どう
すれば良いのかをしっかりと伝えることはなか
なか出来ません

• 事務所を見渡してみて下さい！

• 紙であふれてはいませんか？

• まずは事務所を変えてみませんか？

• 事務所のデジタル化こそ「コロナ禍」による変
化（ＤＸ）の第一歩です→完全テレワーク

DXとは、進化したIT技術を浸透させることで、人々の生活をより良いものへと
変革させるということです。



電子帳簿保存法は
私達にとって

ビジネスチャンス

安心安全なところで保管→先生
お客様は分からなくとも先生に任せておけば安心
電帳法により事務所の仕事の平準化が可能に

こんなことありますか？

✅適格請求書をEDI取引で受領してますか？

□Amazon アスクル 楽天 ヨドバシ等のネット
ショップで消耗品を購入してますか？

□電子メールで請求書等を送受信してませんか？

□銀行等とネット取引はありますか？

□複合機が会社にありますか？

□クレジットカードやスマホ決済等のクラウド

サービスを利用していませんか？



問２ 電子取引とは、どのようなものをいいま
すか。
（回答）
「電子取引」とは、取引情報の授受を電磁的方式により行う取引をいいま
す（法２五）。
なお、この取引情報とは、取引に関して受領し、又は交付する注文書、契
約書、送り状、領収書、見積書その他これらに準ずる書類に通常記載され
る事項をいいます。
具体的には、いわゆるＥＤＩ取引、インターネット等による取引、電子
メールにより取引情報を授受する取引（添付ファイルによる場合を含みま
す。）、インターネット上にサイトを設け、当該サイトを通じて取引情報
を授受する取引等をいいます。

出典：一問一答（電子取引関係）問2

これらがFAXで送られてくることはありませんか？

オンラインショッピング
Amazonや楽天、yahoo!ショッピングといったオンライン通販の取引
情報についてはPDFで保存しておかないといけない事は理解しやすい
と思います。それぞれ保存しておいてほしいページは次の通りです

Amazon

注文履歴→該当商品の「領収書等」→「領収書/購入明細書」

楽天

購入履歴→該当商品の「注文詳細を表示」→「領収書を発行する」

Yahoo!ショッピング

注文履歴→該当商品の「領収書を発行する」

となります。これらは取引時にPDF化を忘れてしまっても、後からで
も表示できますので助かります。その他のショッピングサイトでも、
領収書をオンラインで発行できるようになっていますので、取引内
容のわかる領収書を保存しておくのが一番良いと思います。



電子帳簿保存法は
90%以上の法人・個人

適用あり？
所得税(源泉徴収に係る所得税を除きます。)及び法人税の保存義務者

問42 電子取引の取引情報に係る電磁的記録について保存要件を満た
して保存できないため、全て書面等に出力して保存していますが、
これでは保存義務を果たしていることにはならないため
の承認が取り消されてしまうのでしょうか。また、その電磁的記録
や書面等は税務調査においてどのように取り扱われるのでしょうか。
【回答】
令和４年１月１日以後に行う電子取引の取引情報に係る電磁的記録につい
ては、その電磁的記録を出力した書面等による保存をもって、当該電磁的
記録の保存に代えることはできません。
したがって、災害等による事情がなく、その電磁的記録が保存要件に従っ
て保存されていない場合は、青色申告の承認の取消対象となり得ます。
なお、青色申告の承認の取消しについては、違反の程度等を総合勘案の上、
真に青色申告書を提出するにふさわしくないと認められるかどうか等を検
討した上、その適用を判断しています。
また、その電磁的記録を要件に従って保存していない場合やその電磁的記
録を出力した書面等を保存している場合については、その電磁的記録や書
面等は、国税関係書類以外の書類とみなされません。
ただし、その申告内容の適正性については、税務調査において、納税者か
らの追加的な説明や資料提出、取引先の情報等を総合勘案して確認するこ
ととなります。

出典：一問一答（電子取引関係）問42



問42 電子取引の取引情報に係る電磁的記録について保存要件を満た
して保存できないため、全て書面等に出力して保存していますが、
これでは保存義務を果たしていることにはならないため青色申告の
承認が取り消されてしまうのでしょうか。また、その電磁的記録や
書面等は税務調査においてどのように取り扱われるのでしょうか。
【解説】
電子取引の取引情報に係る電磁的記録については、法第７条の規定により保存義務が課されてい
ることから、その電磁的記録を保存する必要があります。そして、電子取引の取引情報に係る電
磁的記録について要件を満たさず保存している場合や、その電磁的記録の保存に代えて書面出力
を行っていた場合(※)には、保存すべき電磁的記録の保存がなかったものとして、青色申告の承
認の取消の対象となり得ますので注意してください。
※令和３年度の税制改正前の電子取引の取引情報に係る電磁的記録を書面等に出力することによ
り保存を認める取扱いは廃止されています。
なお、青色申告の承認の取消しについては、「個人の青色申告の承認の取消しについて（事務運
営指針）」「法人の青色申告の承認の取消しについて（事務運営指針）」に基づき、真に青色申
告書を提出するにふさわしくないと認められるかどうか等を検討した上で行うこととしています。
また、電磁的記録を要件に従って保存していない場合やその電磁的記録を出力した書面を保存し
ている場合において、その要件に従って保存がされていない電磁的記録や出力した書面等につい
ては、他者から受領した電子データとの同一性が担保されないことから国税関係書類以外の書類
とみなされません。
ただし、その申告内容の適正性については、税務調査において納税者からの追加的な説明や資料
提出、取引先の情報等を総合勘案して確認することとなります。
なお、消費税に係る保存義務者が行う電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存については、
その保存の有無が税額計算に影響を及ぼすことなどを勘案して、改正後も引き続き、その電磁的
記録を出力した書面による保存が可能とされています。

出典：一問一答（電子取引関係）問42



https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021010-200.pdf

令和3年11月12日17時30分

2021年9月1日、デジタル庁が発足しました。
印鑑の省略も始まりました。

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021010-200.pdf


安心安全なところで保管
青色申告等の承認を受けいる事業年度に生じた繰越欠損金
→10年→11年と２か月

法人税法施行規則第59条青色申告法人の「（帳簿書類の整理保存）」について

第五十九条 青色申告法人は、次に掲げる帳簿書類を整理し、起算日から七年間、
これを納税地（第三号に掲げる書類にあっては、当該納税地又は同号の取引に係る
国内の事務所、事業所その他これらに準ずるものの所在地）に保存しなければなら
ない。
一 第五十四条（取引に関する帳簿及び記載事項）に規定する帳簿並びに当該青

色申告法人（次項に規定するものを除く。）の資産、負債及び資本に影響
を及ぼす一切の取引に関して作成されたその他の帳簿

二 棚卸表、貸借対照表及び損益計算書並びに決算に関して作成されたその他の
書類

三 取引に関して、相手方から受け取った注文書、契約書、送り状、領収書、見
積書その他これらに準ずる書類及び自己の作成したこれらの書類でその写し
のあるものはその写し

原則：紙で全て保存する

電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に
関する法律（平成10年法律第25号。以下「電子帳簿保存法」といいます。）



法人税法施行規則59条1項3号
「帳簿書類の整理保存」

電子取引→義務＝原則
FAX？→ちょっと脱線

令和３年度の税制改正により電子取引の取引情報に係る電磁的記録に
ついては、電磁的記録を出力した書面等を保存する措置は廃止され、
その電磁的記録（データ）を保存しなければならないこととされました。

ダイレクトFAX
ペーパーレスFAX
この際お客様に！
カウンター料金発生せず

問２ 電子取引とは、どのようなものをいいま
すか。
（回答）
「電子取引」とは、取引情報の授受を電磁的方式により行う取引をいいま
す（法２五）。
なお、この取引情報とは、取引に関して受領し、又は交付する注文書、契
約書、送り状、領収書、見積書その他これらに準ずる書類に通常記載され
る事項をいいます。
具体的には、いわゆるＥＤＩ取引、インターネット等による取引、電子
メールにより取引情報を授受する取引（添付ファイルによる場合を含みま
す。）、インターネット上にサイトを設け、当該サイトを通じて取引情報
を授受する取引等をいいます。

出典：一問一答（電子取引関係）問2

これらがFAXで送られてくることはありませんか？



電子帳簿保存法取扱通達7-8
ファクシミリの取扱いについて
７−８ファクシミリを使用して取引に関する情報をやり取りする場合につい
ては、一般的に、送信側においては書面を読み取ることにより送信し、受信
側においては受信した電磁的記録について書面で出力することにより、確認、
保存することを前提としているものであることから、この場合においては、
書面による取引があったものとして取り扱うが、複合機等のファクシミリ機
能を用いて、電磁的記録により送受信し、当該電磁的記録を保存する場合に
ついては、法第２条第５号に規定する電子取引に該当することから、規則第
４条に規定する要件に従って当該電磁的記録の保存が必要となることに留意
する。

では私達はどうする？
複合機で請求書を受け取っている場合も想定し、お客様が使用されている複
合機の設定をこの際、ペーパーレスFAXに変更して頂く提案をしてみては如
何でしょうか？その場合必要なのは複合機で受け取ったデータを保存する場
所＝どのPCのどこに（どのフォルダーに）保存するのかの指示が必要になり
ます。設定料金はかからないと思いますので、提案してみては如何でしょう
か？定期保守代を超えるカウンター料金はかからなります

問４当社は以下のような方法により仕入や経費の精
算を行っていますが、データを保存しておけば出力
した書面等の保存は必要ありませんか。
⑹ペーパレス化されたＦＡＸ機能を持つ複合機を利
用
（回答）「電子取引」（法２五）に該当すると考えられますので、所定の方法によ
り取引情報（請求書や領収書等に通常記載される日付、取引先、金額等の情報）に
係るデータを保存しなければなりません（令和３年度の税制改正前はそのデータを
出力した書面等により保存することも認められていましたが、改正後は、当該出力
した書面等の保存措置が廃止され、当該出力した書面等は、保存書類（国税関係書
類以外の書類）として取り扱わないこととされました。

以前のFAXはアナログ送信装置の感覚がありましたが、今では
立派なPCです。デジタルで受け取ったものをアナログ（紙）
で出力しては法令違反と言われても仕方ありません。デジタ
ルはデジタルで保管が原則となった今、紙で出力しないよう
に設定は変更しておいた方が良さそうです。

出典：一問一答（電子取引関係）問4
私



https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021010-200.pdf

令和3年11月12日17時30分

国税関係帳簿 国税関係書類 電子取引

取引関係書類のうち
電子的に授受した取
引情報仕訳帳

総勘定元帳
その他の帳簿
（補助簿）

等

決算関係書類
取引関係書類

自己が作成する
書類の写し等

相手から受領し
た書類等

B/S P/L
棚卸表

計算、整理又は
決算に関して作
成されたその他

の書類

見積書
契約書
請求書
領収書
等

見積書
契約書
請求書
領収書
等

EDI取引
NET取引
電子メール
クラウド
FAX等

帳簿データ備付
け及び保存の申
請（法4条 1 項）

電子データの保存申請（法4
条2項）

スキャナ保存申請
（法4条3項）

電磁的記録の
保存（法10条
→7条）

※自己が最初の
記録段階から一
貫して電子計算
機を使用して作
成する場合

※自己が一貫して電子計算機を
使用して作成する場合 ※保存要件あり ※申請不要

※保存要件あり

電子帳簿等保存 スキャナ保存 電子取引に係る
データ保存

※EDI取引≒将来の電子インボイス 商取引に関する情報を企業間で電子的に
交換する仕組み、受発注管理・決済管理システムに利用＝燕三条(燕市)

R4年1月1日〜
義務です

選択するかしないかは自由

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021010-200.pdf


電帳法対象者は？

法人・個人事業主
規模を問いません

だから・・・⇒問12
所得税(源泉徴収に係る所得税を除きます。)及び法人税の保存義務者

問12 妻と２人で事業を営んでいる個人事業主です。
取引の相手方から電子メールにＰＤＦの請求書が添
付されて送付されてきました。一般的なパソコンを
使用しており、プリンタも持っていますが、特別な
請求書等保存ソフトは使用していません。どのよう
に保存しておけばよいですか。

出典：電子帳簿保存法一問一答（電子取引関係）問12

電子取引について一部義務化になっ
たとか？
私達のような零細企業に義務に対応
するために新たな支出をしろという
事ですか？



問12 妻と２人で事業を営んでいる個人事業主です。取引の相手方から電子メールにＰＤＦ
の請求書が添付されて送付されてきました。一般的なパソコンを使用しており、プリンタ
も持っていますが、特別な請求書等保存ソフトは使用していません。どのように保存して
おけばよいですか。
【回答】
例えば、以下のような方法で保存すれば要件を満たしていることとなります。
１請求書データ（ＰＤＦ）のファイル名に、規則性をもって内容を表示する。
例） 2022年（令和４年）10月31日に株式会社国税商事から受領した110,000円の請求書⇒「20221031_

㈱国税商事_110,000」
２「取引の相手先」や「各月」など任意のフォルダに格納して保存する。
３【問24】に記載の規程を作成し備え付ける。→問24に規程サンプルあり（後ほど触れます）
※税務調査の際に、税務職員からダウンロードの求めがあった場合には、上記のデータについて提出し
てください。
※判定期間に係る基準期間（通常は２年前です。）の売上高が1,000万円以下であり、上記のダウンロー
ドの求めに応じることができるようにしている場合には、上記１の設定は不要です。

出典：電子帳簿保存法一問一答（電子取引関係）問12

いやいやそうではありませんPCをお持ちの
ようなので、保存の仕方をちょっと変えて
頂くだけで結構です。保存にあたって必要
な道具はこちらで用意しておきます

ファイル名付け方（例）

最初の8桁＝金額（カンマは入れない）

「＿」アンダーバー

記号ｄ＝電子取引 s＝Scannerなど

日付（西暦年月日）20210304＝8桁

「＿」アンダーバー

取引の相手先名

例より

00110000_ｄ20221031_㈱国税商事
8桁固定 ９桁固定 → 逆でもOK



問12 妻と２人で事業を営んでいる個人事業主です。取引の相手方から電子メールにＰＤＦ
の請求書が添付されて送付されてきました。一般的なパソコンを使用しており、プリンタ
も持っていますが、特別な請求書等保存ソフトは使用していません。どのように保存して
おけばよいですか。
【回答】
例えば、以下のような方法で保存すれば要件を満たしていることとなります。
１請求書データ（ＰＤＦ）のファイル名に、規則性をもって内容を表示する。
例） 2022年（令和４年）10月31日に株式会社国税商事から受領した110,000円の請求書⇒「20221031_

㈱国税商事_110,000」
２「取引の相手先」や「各月」など任意のフォルダに格納して保存する。
３【問24】に記載の規程を作成し備え付ける。→問24に規程サンプルあり（後ほど触れます）
※税務調査の際に、税務職員からダウンロードの求めがあった場合には、上記のデータについて提出し
てください。
※判定期間に係る基準期間（通常は２年前です。）の売上高が1,000万円以下であり、上記のダウンロー
ドの求めに応じることができるようにしている場合には、上記１の設定は不要です。
【解説】
令和３年度の税制改正により電子取引の取引情報に係る電磁的記録については、電磁的記録を出力した
書面等を保存する措置は廃止され、その電磁的記録（データ）を保存しなければならないこととされま
した。請求書データ等の保存に当たっては、一定の要件に従った保存が必要ですが、上記の方法により
保存することで要件を満たすこととなると考えられます。
なお、上記１の代わりに、索引簿を作成し、索引簿を使用して請求書等のデータを検索する方法による
ことも可能です。（索引簿の作成例）
受領した請求書等データのファイル名に連番を付して、内容については索引簿で管理する。
※索引簿（サンプル）については、
このページからダウンロードできます。

出典：電子帳簿保存法一問一答（電子取引関係）問12

問33 当社には電子取引の取引データを保存するシステムがありませんが、電子取引の取
引データを保存する際の検索機能の確保の要件について、どのような方法をとれば要件を
満たすこととなりますか。
【回答】
電子取引の取引情報に係る電磁的記録（電子取引の取引データ）を保存するシステムがない場合に検索
機能の確保の要件を満たす方法としては、例えば、エクセル等の表計算ソフトにより、取引データに係
る取引年月日その他の日付、取引金額、取引先の情報を入力して一覧表を作成することにより、当該エ
クセル等の機能により、入力された項目間で範囲指定、二以上の任意の記録項目を組み合わせて条件設
定をすることが可能な状態であれば、検索機能の確保の要件を満たすものと考えられます。
その他、当該保存すべき取引データについて、税務職員のダウンロードの求めに応じることができるよ
うにしておき、当該取引データのファイル名を「取引年月日その他の日付」、「取引金額」、「取引
先」を含み、統一した順序で入力しておくことで、取引年月日その他の日付、取引金額、取引先を検索
の条件として設定することができるため、検索機能の確保の要件を満たすものと考えられます。
（一覧表の作成により検索機能を満たそうとする例）
ファイル名には①、②、・・・と通し番号を入力する。
エクセル等により以下の表を作成する。

（ファイル名の入力により検索機能を満たそうとする例）
2022年（令和４年）11月30日付の株式会社霞商事からの20,000円の請求書データの場合⇒「20221130_
㈱霞商事_20,000」）
※取引年月日その他の日付は和暦でも西暦でも構いませんが、混在は抽出機能の妨げとなることから、
どちらかに統一して入力していただく必要があります。

出典：電子帳簿保存法一問一答（電子取引関係）問33



問33 当社には電子取引の取引データを保存するシステムがありませんが、電子取引の取
引データを保存する際の検索機能の確保の要件について、どのような方法をとれば要件を
満たすこととなりますか。

【解説】
検索機能については、規則第２条第６項第６号で定められているとおり、
①取引年月日その他の日付、取引金額、取引先を検索の条件として設定することができること
②日付又は金額に係る記録項目については、その範囲を指定して条件を設定することができること
③二以上の任意の記録項目を組み合わせて条件を設定することができること、の３つの要件が求められ
ています。
そこで、電子取引の取引情報に係る電磁的記録を保存するための専用のソフトウェア等を使用していな
い場合でも、例えば、エクセル等の表計算ソフトにより、取引データに係る取引年月日その他の日付、
取引金額、取引先の情報を入力した一覧表を作成することにより、エクセル等の表計算ソフトの機能に
よって、入力された項目間で範囲指定、２項目以上の組み合わせで条件設定の上抽出が可能であれば、
上記①〜③のいずれの機能も満たすものと考えられます。
この方法により保存する場合には、エクセル等の表計算ソフトの一覧表の通し番号を付すなどして、一
覧表から取引データを検索できるようにする必要があります。

出典：電子帳簿保存法一問一答（電子取引関係）問33

電磁的記録の提示又は提出の要求に応じる場
合の意義（電帳法基本通達4-14）
「国税に関する法律の規定による……電磁的記録の提示又は提出の要求
に応じること」とは、税務職員からダウンロードの求めがあった場合
に、そのダウンロードの求めに応じられる状態で電磁的記録の保存等を
行い、かつ、実際にそのダウンロードの求めがあった場合には、その求
めに応じることをいう。
「その要求に応じること」とは、当該職員の求めの全てに応じた場合を
いい、一部でも応じない場合は要件に従って保存等が行われていないこ
とになる。
また、ダウンロードの求めの対象には、備付け及び保存が行われている
国税関係帳簿又は保存が行われている国税関係書類が対象となり、その
電磁的記録の提出については、税務職員の求めた状態で提出される必要
がある。



電子帳簿保存法が改正されました

経済社会のデジタル化を踏まえ、経理の電子化
による生産性の向上、記帳水準の向上等に資す
るため、令和３年度の税制改正において、「電
子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類
の保存方法等の特例に関する法律（平成10年法
律第25号。以下「電子帳簿保存法」といいま
す。）」の改正等が行われ（令和４年１月１日
施行）、帳簿書類を電子的に保存する際の手続
等について、抜本的な見直しがなされました。

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

荀子から孟子へ

荀子の性悪説「人
の性は悪なり、そ
の善なるものは偽
（ぎ）なり」から
孟子の性善説「人
間の本性を善とみ
る」へと見直され
た→私見

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf


旧電帳法＝ガチガチの改ざん防
止策 一人では無理

改ざん＝悪い事は→しないよね

適正事務処理要件
J-SOX→内部統制
平成27年追加
一人社長無理

営業領収書写メ
3営業日以内
帳簿システム



性悪説 →性善説

旧電帳法→新電帳法令和4年
取りやめの届出書
原則提出必要

税務署長への申請承認必要
税務調査前に電帳法確認

不要＝調査の当日電帳法やっ
てますでOK→ただし説明

ICSは説明書を用意

調査午前中はシステムの説明＋検索の仕方についての説明

概況書記載事
項になるかも



旧電帳法適用
不正が難しい→調査省略

全く新しい調査の方法
を一から勉強

私

私

調査午前中はシステムの説明＋検索の仕方についての説明
調査官はPC操作が苦手では難しい

調査官は一度も会
計ソフトを触った
ことがない

税務行政のデジタル・トランスフォーメーション

— 税務行政の将来像2.0 －

令和３年６月11日
国税庁

1
出典
https://www.nta.go.jp/about/introduction/torikumi/digitaltransformation/pdf/syouraizo2_r0306.pdf

https://www.nta.go.jp/about/introduction/torikumi/digitaltransformation/pdf/syouraizo2_r0306.pdf


「課税・徴収の効率化・高度化」に関する取組状況
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申告内容の自動チェック

マイナンバーや法人番号をキーとして、納税者から申告された内容と国税当局が保有する各種デー
タをシステム上でマッチングし、効率的に誤りを把握する取組を進めています（マッチングできる
データの拡大と正確性の向上を目指しています）。

＜源泉徴収票データ＞
（支払を受ける者）
氏名：A 個人番号：1234… 
支払金額：〇〇〇円

源泉徴収税額：30万円

＜申告データ＞
氏名：A 個人番号：1234… 
収入金額：〇〇〇円

源泉徴収税額：20万円

（例：源泉徴収税額の過不足）

勤務先

①源泉徴収票の提出

②確定申告
従業員（納税者）A

税務署

③システム上のマッチングによ
り差異（10万円）を把握

* 納税者Aにお知らせ

（注）
• 給与所得の源泉徴収票は、原則として年収500万円超の方の分が税務署に提出される一方、地方税当局には、原則として全ての

方の給与支払情報が報告されています。その他のデータも含め、国・地方の連携を図っていくことが重要と考えています。 19

AI・データ分析の活用

申告・決算情報

※ B A （B usiness A nalytics） ツール：統計学や機械学習等の技術を用いてデータ分析を行うツール。

etc.

資料情報

外国税務当局
からの情報

データのマッチング

（納税者ごとに各種情報を組合せ） 高リスク対象を抽出

（外国）

リスクの分析 分析結果の活用

【データ活用担当者】
ＢＡツール等を用いた分析

ロジスティック回帰分析、決定木分析
、クラスター分析、ネットワーク分析等

高リスク
甲社 乙社

（隠れた関係を検
知

）

代表
者
Ｂ氏

代表者
Ａ氏

！

Ｃ氏

滞納者の情報等により、接触効率が高い
と予測される日時（曜日・時間帯 等）を
抽出条件としたコールリストの自動作成
を可能とするシステムの構築
（令和４（2022）年４月開始予定）

C社の応答予測

B社の応答予測

滞納
情報

架電
履歴

分析用
データベース

統計分析
ツール
（AI)

A社の応答予測月 火 ・・・

午前 90％ 10％ ・・・

午後 30％ 70％ ・・・

応答予測モデ
ル過去の架電履歴等から、滞納者の情報等に応じて、
いつ応答するかを確率で予測

滞納者
情報

将来的なAIの活用も見据え、幅広いデータの分析により、申告漏れの可能性が高い納税者の判定や、
滞納者の状況に応じた対応の判別を行うなど、課税・ 徴 収 の効率化・ 高度化に取り組んでいます。

〇 申告内容や調査事績、資料等の情報のほか、民間情報機関や外国政府から入手する情報など、膨大な情報リソースを、
※BAツール 等を用いて加工・分析を行い、有機的なつながりやデータ間の関連性を把握することにより、高リスク対象を抽出

。

〇 滞納者の情報（規模・業種等）や過去の架電履歴等を分析して応答予測モデルを構築。応答予測に基づき作成した効
果 的なコールリストにより、接触効率の向上を図ることで電話催告事務を効率化・高度化。

20



照会等のオンライン化

PDFファイル

②税務調査で必要な書
類はe-Taxで送信

官民の業務の効率化を図る観点から、これまで書面や対面により行っていた①金融機関への預貯
金照会や②税務調査における必要な資料の提出について、オンライン化を図ります。

【①令和３年10月～（予定） ②令和４年１月～（予定）】

（現状：書面による預貯金照会の業務フロー） （オンライン化のイメージ）

対象者の選定

税務署側 金融機関側

照会文書の作成

決裁

官印押捺

開封・仕分け

口座の検索・

取引明細の確認

受付管理簿に
記載

開封・仕分け

照会文書や回答書は原本（紙）を保管

封入

宛先確認

発送

回答書の作成

決裁

社印押捺

封入

宛先確認

発送

システム入力

①税務調査や滞納整理のために
必要な預貯金情報について専
用回線により照会・回答

金融機関

納税者

税務署

21

Web会議システム等の活用（リモート調査）

納税者の理解を得て、税務調査の効率化を進める観点から、大規模法人を対象にWeb会議システ
ムなどを利用したリモート調査を実施しています。【令和２年７月～】
国税庁においても必要な機器・環境の整備を進め、リモート調査の拡大に取り組んでいきます。

Web会議システムの活用の例

面談の相手方

調査担当者（法人会議室）

調査担当者

面談の相手方

（本社・事業所等社員）
W eb会議システム

リモート調査の例

無線通信

作業用PC

データ共有

通信用PC

無線通信

調査担当者（国税局等） 調査法人

調査法人のネットワーク回線

W eb会議 データサーバ・

特定の端末のみネットワークへの接続を認証
（セキュリティの強化）

W eb会議システム利用の前提

〇税務調査では機密性の高い情報のやり取りが行
われることやシステムの脆弱性に起因するリスク
があることを相手方が理解していること

〇調査法人が、通常業務において機密性の高い情
報のやり取りを含め当該Web会議システムを利用

〇調査法人の管理・支配する場所等において、相
手方の使用に供する機器・接続環境を利用して、
セキュリティポリシーの範囲内で活用する

22



② 情報提供

③ 共助要請

⑤ 送金

（参考）国際的な課税・徴収逃れへの対応

国際的な取引や海外の資産を利用した悪質な課税・徴 収 逃 れに対しては、外国税務当局との情報交換
や徴収共助により、厳正かつ的確な対応を行っています。引き続き、外国税務当局との連携 ・ 協調を拡
大・強化し、適正・公平な課税・ 徴収の実現に取り組んでいきます。

（外国税務当局との連携・協 調による課 税・徴収の事例）

事例１：海外預金の申告漏れの把握 事例２：徴収共助による滞納国税の徴収

納税者A（相続人）

国内財産 海外預金① 相続

国税庁
（国税局・税務署）

X国税務当局
② 国内財産

のみ申告
④ 税務調
査・是正

③ 預金情報
の提供

① 納税者Aは、国内の財産のほか、海外（X国）の
預金（被相続人名義）も相続。

② Aは、相続税申告において国内財産のみ計上。

③ X国税務当局から国税庁（日本）に預金情報
（CRS情報）を提供。

④ 税務調査により、申告漏れを是正。

（日本） （X国）

納税者B（滞納者）

① 納税者Bは、国税を滞納しているが、国内には
十分な財産を保有していない。

② 国税庁は、Y国税務当局からの情報提供により、
BがY国に財産を保有していることを把握。

③ 国税庁からY国税務当局に共助要請。

④ Y国税務当局はY国内の財産を差押え・換価。

⑤ 日本への送金により、滞納国税の全額を徴収。

（日本） （Y国）

国税庁
（国税局・税務署）

① 滞納

Bの所有財産

Y国
税務当局

④ 差押え・換価
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システム高度化と人材育成

(注) システム面の検討に当たっては、最新の各種セキュリティ対策を導入するなど、極めて重要な納税者情報の取扱いに細心の注意を払います。

次世代システム

●●税

【入力系】 【蓄積・勘定系】 【活用系】

ｅ-Tax・
AI-OCR

受付

通知

申告入力

・
・

消費税
法人税所得税
決議

選定

個別 個別 個別

課税 債権管理

収納

還付

督促

●●

●●

徴収

催告

処分

換価
・
・
・

・
・
・・

・
・

・
・
・

・
・◼ ・

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ

言語

BIﾂｰﾙ

BAﾂｰﾙ

ＡＩ

【統合データベース】 催告収納申告氏名等 ・・・・・

各税務署・国税局

参

照

取
込
み

デ
ー
タ
化

◼ システム上で事務処理
◼ 電子決裁
◼システム上でデータ分
析

納税者

「納税者の利便性の向上」と「課税・ 徴収の効率化・ 高度化」に向けた施策を支えるため、基幹システ
ムの刷新（次世代システムの開発）や、データ分析を行うことのできる人材の育成に取り組んでいます。

【次世代システムについては、令和８年リリース予定】

システム高度化

次世代システムの開発コンセプト
• 紙からデータ（書面中心からデータ中心の事務へ）
• 縦割りシステムの解消（税目別データベース等の見直し）
• メインフレームからの脱却（オープンシステム化）

デ
ー
タ
送
信
・
参
照

調査先等

モバイル端末
の活用

外部データ
・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

データ連携
の拡充

人材育成

統計学やAIを活用したデータ分析の実践と業務への活用を推進 す

るため、データリテラシーのレベルに応じた研修体系を整備 する

など、人材の育成に取り組んでいます。

【 求める知識（○）と技術（●）の例】

○ 統計学や機械学習の高度な専門的
知識

エキスパート ● プログラミング言語による予測モ

デルの構築

○ 機械学習のアルゴリズムや予測モ

アドバンスト デル構築プロセスの知識

● 統計解析ツールを利用した高度な
データ加工と分析

スタンダード
○ 機械学習の基礎的な知識

● 可視化ツールを利用した分析

ベーシック
○ 統計学とデータ分析の基礎的な

知識

エントリー ● 基礎的なデータ集計と可視化

• データ分析の意義の理解
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内部事務の集約処理（センター化）

センター

外部事務 内部事務

内部
事務

内部
事務

税務署税務署

税務署

内部事務 外部事務

• 税務調査
• 滞納整理

申告書入力、行政指導事務、
国税の債権管理、還付手続など

外部事務
外部
事務

外部
事務

内部
事務

内部
事務

外部事務

複数の税務署における内部事務（申告書等の入力や審査、還付金の返還手続、行政指導事務等）
を国税局のセンターで集約して処理する「内部事務のセンター化」に取り組んでいます。

（センター化のイメージ）

税務署

• 集約処理を通じて、内部事務のより一層の効率化を図る。

• 効率化により創出されたマンパワーを活用して、納税者サービスの充実や外部事務の充実・後化ータンセ前化ータンセ高
度化を目指す。

目的
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セ
ン
タ
ー
化
前

セ
ン
タ
ー
化
後

関係機関（地方税当局・関係民間団体等）との連携・ 協調

地方自治体

引き続き、他省庁と連携・協調し、ワンスオンリー（一度提出した情報は、二度提出することは
不要とする）やワンストップの実現に向けて取り組むとともに、税理士会をはじめとする関係民間
団体と連携・協調し、適正納税の確保に向けた取組を推進していきます。

（これまでの取組の例）

国・地方のデータ連携によるワンスオンリー化（添付書類削減）

これまで国（税務署）と地方の双方に提出が必要であった法人の財務諸表について、国に電子提出した場合は、
地方への提出は不要となりました。【令和２年４月以後終了の事業年度分～】

税務署

法人

財務
諸表

法人税申告

財務

諸表

＜改正前＞ ＜改正後＞

法人事業税申告 地方自治体

法人

財務
諸表

法人税申告
（電子申告の場合）

財務
諸表

法人事業税申告

提出不要

税務署

データ連携

関係民間団体との連携・協調

税理士会をはじめとする関係民間団体の皆様には、電子申告の推進に向けた取組や租税教室の開催など
、税務行政に対して多大なるご協力をいただいています。

＜関係民間団体による取組の例（主なもの）＞

• 電子申告の推進に向けた周知 ・広報 ・ マイナンバーカードの取得・促進に向けた周知 ・広報

• 確定申告期における無料相談の実施 ・ 小中学校等における租税教室の開催 28



デジタル書類存在証明は
タイムスタンプ最強

タイムスタンプを使わない
方向へシフト

電帳法対象者
法人（大中小）
個人事業主
ロビー活動の失敗？
NTPサーバ→
タイムスタンプと同等

最低でも初期費用6,000円 8,000円/月 1,000タイムスタンプ含む
アマノタイムスタンプサービス3161

私

電帳法はお金が掛かる

お金を必要としない
一問一答問12（既出）



帳簿→しっかりと連携した
システム必要＝J-SOX

簡単クラウド会計帳簿も認める
複式簿記

検索要件は一杯

日付 金額 会社名
旧検索システムであれば・・
1. 取引年月日その他の日付、取引金額その他主要な記録項目での検索
2. 日付又は金額に係る記録項目について範囲を指定しての検索
3. 二以上の任意の記録項目を組み合わせての検索



罰則規程は無かった

性善説→重加算税＋

JIIMAの認証を受けているソフトウェア

等



日本ICSの場合

国税関係帳簿
国税関係書類
の保存問題ない
旧電帳法対応だから

日本ICSの場合

優良帳簿の届出可能
特例国税関係帳簿の適用届出書

届出書は各自作成

ちょっと
待った！



お客様の信頼・顧問料アップ

そのために何をすべきか！

お分かりになったと思います

それでは本編へ

結論

電子帳簿保存法の帳簿の電子保存や
スキャナ保存は義務ではない

あくまでも任意→紙が原則

ややるかやらないかはあなた次第

じゃあ 義務になったのは

電子取引は電子で保存→これだけ



令和3年度改正の電子帳簿
保存法の概要について
〜お客様のデジタル化の前に事務所の改革を〜

2021年7月16日国税庁ホームページにて、
電子帳簿保存法の取り扱い通達趣旨解説
及び一問一答集が公開されました

電子帳簿保存法とは

•各税法で原則紙での保存が義務づけられている
帳簿書類について一定の要件を満たした上で電
磁的記録（電子データ）による保存を可能とす
ること及び電子的に授受した取引情報の保存義
務等を定めた法律です。

•電子帳簿保存法上、電磁的記録による保存は、
大きく３種類に区分されています。

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf


https://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/noukan/2020/2noukan2kai.html

国税関係帳簿 国税関係書類 電子取引

取引関係書類のうち
電子的に授受した取
引情報仕訳帳

総勘定元帳
その他の帳簿
（補助簿）

等

決算関係書類
取引関係書類

自己が作成する
書類の写し等

相手から受領し
た書類等

B/S P/L
棚卸表

計算、整理又は
決算に関して作
成されたその他

の書類

見積書
契約書
請求書
領収書
等

見積書
契約書
請求書
領収書
等

EDI取引
NET取引
電子メール
クラウド

FAX
等

帳簿データ備付
け及び保存の申
請（法4条 1 項）

電子データの保存申請（法4
条2項）

スキャナ保存申請
（法4条3項）

電磁的記録の
保存（法10条
→7条）

※自己が最初の
記録段階から一
貫して電子計算
機を使用して作
成する場合

※自己が一貫して電子計算機を
使用して作成する場合 ※保存要件あり ※申請不要

※保存要件あり

電子帳簿等保存 スキャナ保存 電子取引に係る
データ保存

※EDI取引≒将来の電子インボイス 商取引に関する情報を企業間で電子的に
交換する仕組み、受発注管理・決済管理システムに利用

R4年1月1日〜
義務です

選択するかしないかは自由

財務処理ｄｂ
請求
処理
（原票
会計Ｓ）

原票
会計Ｓ

原票
会計Ｓ

https://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/noukan/2020/2noukan2kai.html


適格請求書（インボイス）の記載事項

参考：https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/300416.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/0020006-027.pdf

紙のインボイスは
悲劇→作成者・受領者
いづれも保管

令和5年10月〜 AI読取自動仕訳

適格請求書（インボイス）の記載事項

参考：https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/300416.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/0020006-027.pdf

紙のインボイスは
悲劇→作成者・受領者
いづれも保管

令和5年10月〜

「3万円未満の課税仕入れ」等は一定事項を記載した帳簿のみで仕入れ税額控除
できたが、これらの規定は廃止

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/300416.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/0020006-027.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/300416.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/0020006-027.pdf


適格請求書（インボイス）の記載事項

参考：https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/300416.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/0020006-027.pdf

紙のインボイスは
悲劇→作成者・受領者
いづれも保管

令和5年10月〜

適格請求書（インボイス）の記載事項

参考：https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/300416.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/0020006-027.pdf

紙のインボイスは
悲劇→作成者・受領者
いづれも保管

令和5年10月〜

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/300416.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/0020006-027.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/300416.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/0020006-027.pdf


適格請求書発行事業者登録制度

①適格請求書（インボイス）を交付できるのは、「適格請求書発行事業者」に限ら
れます。

②「適格請求書発行事業者」の登録には、「適格請求書発行事業者の登録申請書」
の提出が必要です。

③免税事業者が適格請求書発行事業者の登録を受けるためには、課税事業者を選択
する必要があります。

※適格請求書発行事業者は、基準期間の課税売上高が1,000万円以下となった場合であっても免
税事業者にはならず、消費税及び地方消費税の申告義務が生じますのでご注意ください。

参考：https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/300416.pdf

令和5年10月〜

適格請求書発行事業者登録制度

参考：https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/300416.pdf

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/300416.pdf

令和5年10月〜 電子2週間 紙１か月

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/300416.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/300416.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/300416.pdf


日本ICSの場合

適格請求書発行事業者の登録申請書

届出書処理→届出書Ⅲにある

→作成→電子申告

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf


1/3税務署長の事前承認制度が廃止されました。

これまで、電子的に作成した国税関係帳簿を電磁的記録によ
り保存する場合には、事前に税務署長の承認が必要でしたが、
事業者の事務負担を軽減するため、事前承認は不要とされま
した（電子的に作成した国税関係書類を電磁的記録により保
存する場合についても同様です。）。

※令和４年1月１日以後も改正前の要件を満たして保存等を
行おうとする方が承認を受けようとする場合には、承認申請
書を令和３年９月３０日までに所轄税務署長宛提出して頂く
ようお願いします（スキャナ保存も同様です。）。

事前承認制度廃止＝税務署は調査対象者が電帳法を適用しているかどうか知らない
令和４年１月１日以後に備付けを開始する国税関係帳簿又は保存を行う国税関係書類について適用
出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

2/3優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減
措置が整備されました。

一定の国税関係帳簿（注１）について優良な電子帳簿の要件（注２）を
満たして電磁的記録による備付け及び保存を行い、本措置の適用を受け
る旨等を記載した届出書をあらかじめ所轄税務署長に提出している保存
義務者について、その国税関係帳簿（優良な電子帳簿）に記録された事
項に関し申告漏れがあった場合には、その申告漏れに課される過少申告
加算税が５％軽減される措置が整備されました（申告漏れについて、隠
蔽し、又は仮装された事実がある場合には、本措置の適用はありませ
ん。）。
（注１）一定の国税関係帳簿とは、所得税法・法人税法に基づき青色申告者（青色申告法人）が保存し
なければならないこととされる総勘定元帳、仕訳帳その他必要な帳簿（売掛帳や固定資産台帳等）又
は消費税法に基づき事業者が保存しなければならないこととされている帳簿をいいます。

（注２）電子帳簿の保存要件の概要の“優良”の要件をご確認ください。

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

令和４年１月１日以後に法定申告期限が到来する国税について適用

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf


3/3最低限の要件を満たす電子帳簿についても、
電磁的記録による保存等が可能となりました。

正規の簿記の原則（一般的には複式簿記）に従って
記録されるものに限られます。他の要件については、
電子帳簿の保存要件の概要の“その他”の要件をご確
認ください。

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

令和４年１月１日以後に備付けを開始する国税関係帳簿について適用

電子帳簿の保存要件の概要

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf


優良電子帳簿→青色申告特別控除

※１保存義務者が、税務職員による質問検査権に
基づく電磁的記録のダウンロードの求めに応じる
ことができるようにしている場合には、検索要件
のうち②③の要件が不要となります（後述のスキ
ャナ保存及び電子取引についても同様です。）。

※２ “優良”の要件を全て満たしているときは不要
となります。

（参考）優良な電子帳簿の要件を満たして対象帳
簿の備付け及び保存を行い、届出書の提出がある
場合には、所得税の青色申告特別控除
（65万円）が適用できます。

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

電子帳簿の保存要件の概要
要件 項目 現在 その他の帳簿 優良帳簿

真実性の確保 履歴の確保 ● ✕ ●
相互関係確保 ● ✕ ●
システム関係書
類等の備付け ● ● ●

可視性の確保 見読可能性の確
保PCプリンタ ● ● ●

検索機能の確保 ● ✕ ●
税務調査協力 当該職員の質問検査に基づ

く国税関係帳簿に係る電磁
的記録のダウンロードの求
めがある時は、これに応じ
る

● ✕

優良帳簿の適用を受ける旨等を記載した届出書をあらかじめ所轄税務署
長に提出→過少申告加算税→5％軽減→旧電帳法でも届出必要

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf


その他の電子帳簿と優良電子帳簿
その他の電子帳簿と優良電子帳簿
その他の電子帳簿
システムの概要書やプリンタ・ディスプレイ等を備付け。税務調査時等の
質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロードの要請に対応できる

優良電子帳簿
訂正等の履歴が残り、帳簿間での相互関連性、検索要件すべてを満たして
いるシステムを使用している場合特典を設定、ただし届出が必要となる

通常課される過少申告加算税から、電子帳簿上の申告漏れに係る所得税、
法人税又は消費税の5％に相当する金額を控除＝過少申告加算税5％軽減

青色申告特別控除65万円

令和4年1月1日以後に法定申告期限が到来する事業年度より

電子帳簿の手続きに関するQ&A

問︓新たに、対象の帳簿について電子保存を行う場合に、
過少申告加算税の５％軽減や所得税の青色申告特別控除
（65万円）の適用を受けるためには、いつまでにどのよ
うな手続が必要ですか︖

回答︓適用を受けようとする初年度においては、その過
少申告加算税の５％軽減や青色申告特別控除（65万円）
の適用を受けようとする課税期間に係る法定申告期限ま
でに、所轄の税務署長宛に、本措置の適用を受ける旨等
を記載した届出書を提出していただく必要があります。

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf


電子帳簿の手続きに関するQ&A
問︓これまで税務署長の承認を受け、総勘定元帳及び仕訳帳等の優
良な電子帳簿の対象となる帳簿について電子保存していましたが、
その場合でも届出書の提出は必要ですか︖

回答︓過少申告加算税の５％軽減の適用を受けるためには、これま
で承認を受けて保存等していた場合でも本措置の適用を受ける旨等
を記載した届出書の提出が必要です。
なお、令和４年１月１日よりも前に受けた承認の効力自体は取りや
めの届出書の提出（又は税務当局からの取消処分）がない限り有効
ですので、その承認が有効とされる間は、引き続き改正前の要件で
保存等を行う必要があります。したがって、承認を受けていた方が
令和４年１月１日以後に備付けを開始する帳簿について、改正後の
要件に従って電子帳簿保存を行う場合には承認の取りやめの届出書
の提出等の承認を取りやめる一定の手続が必要となりますのでご注
意ください。

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

令和3年電子帳簿保存法の改正（帳簿関係）
電子帳簿保存法承認制度の廃止 電帳法4条
帳簿：令和4年1月1日以降開始する事業年度分から適用
書類：令和4年1月1日以降保存を開始するデータから適用
スキャナ保存：令和4年1月1日以降保存を開始するスキャ
ナ保存から適用
国税関係帳簿の要件緩和
国税関係帳簿の作成及び保存の要件緩和
優良電子帳簿制度→事前の届出書提出必要
その他の電子帳簿（複式簿記）
過少申告加算税5％減免
青色申告特別控除65万円

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf


スキャナ保存（区分②）に関する改正
事項

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

1/4税務署長の事前承認制度が廃止されました。

承認申請が不要になりました

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

事前承認制度廃止＝税務署は調査対象者が電帳法を適用しているかどうか知らない
令和４年１月１日以後に行うスキャナ保存について適用

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf


2/4タイムスタンプ要件、検索要件等について、
次のとおり要件が緩和されました。
⑴タイムスタンプの付与期間が、記録事項の入力期間と同様、最長約２か
月と概ね７営業日以内とされました。
⑵受領者等がスキャナで読み取る際の国税関係書類への自署が不要とされ
ました。
⑶電磁的記録について訂正又は削除を行った場合に、これらの事実及び内
容を確認することができるクラウド等（注１）において、入力期間内にそ
の電磁的記録の保存を行ったことを確認することができるときは、タイム
スタンプの付与に代えることができることとされました。
（注１）訂正又は削除を行うことができないクラウド等も含まれます。
⑷検索要件の記録項目について、取引年月日その他の日付、取引金額及び
取引先に限定されるとともに税務職員による質問検査権に基づく電磁的記
録のダウンロードの求めに応じる場合には、範囲指定及び項目を組み合わ
せて条件を設定できる機能の確保（帳簿の検索要件②及び③に相当する要
件）が不要となりました。

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf
令和４年１月１日以後に行うスキャナ保存について適用

3/4適正事務処理要件（注２）が廃止されました。

（注２）相互けん制、定期的な検査及び再発防
止策の社内規程整備等のことをいいます。

令和４年１月１日以後に行うスキャナ保存について適用
出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

zeiseikaisei.pdf (meti.go.jp)

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf


4/4スキャナ保存された電磁的記録に関連した不
正があった場合の重加算税の加重措置が整備さ
れました。

適正な保存を担保するための措置として、スキャナ保存
が行われた国税関係書類に係る電磁的記録に関して、隠
蔽し、又は仮装された事実があった場合には、その事実
に関し生じた申告漏れ等に課される重加算税（国税通則
法68条）が10％加重される措置が整備されました。

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf
令和４年１月１日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf


法第4条3項スキャナ保存 新旧対比
3 前項に規定するもののほか、保存義務者
は、国税関係書類（財務省令で定めるもの
を除く。以下この項において同じ。）の全
部又は一部について、当該国税関係書類に
記載されている事項を財務省令で定める装
置により電磁的記録に記録する場合には、
財務省令で定めるところにより、当該国税
関係書類に係る電磁的記録の保存をもって
当該国税関係書類の保存に代えることがで
きる。この場合において、当該国税関係書
類に係る電磁的記録の保存が当該財務省令
で定めるところに従って行われていないと
き（当該国税関係書類の保存が行われてい
る場合を除く。）は、当該保存義務者は、
当該電磁的記録を保存すべき期間その他の
財務省令で定める要件を満たして当該電磁
的記録を保存しなければならない。

3 前項に規定するもののほか、保存義務者
は、国税関係書類（財務省令で定めるもの
を除く。）の全部又は一部について、当該
国税関係書類に記載されている事項を財務
省令で定める装置により電磁的記録に記録
する場合であって、所轄税務署長等の承認
を受けたときは、財務省令で定めるところ
により、当該承認を受けた国税関係書類に
係る電磁的記録の保存をもって当該承認を
受けた国税関係書類の保存に代えることが
できる。

承認が無くても原本廃棄は出来るが、電帳法に従ってデータが保存されない場合 帳簿
データとか決算関係書類・自社発行書類の控えのデータは電帳法に沿って保存されていな
くとも基本紙に出力すれば税法上問題ないとなるが、スキャナ保存の場合原本が廃棄され
てしまうと元に戻すことが出来なくなる→青色の取り消しや推計課税も？したがって、最
低でもデータはとっておくという確認規程

新 旧

問18 バックアップデータの保存は要件となって
いますか。
【回答】
バックアップデータの保存は要件となっていません。

【解説】
バックアップデータの保存については法令上の要件とはなっていま
せんが、電磁的記録は、記録の大量消滅に対する危険性が高く、経
年変化等による記録状態の劣化等が生じるおそれがあることからす
れば、保存期間中の可視性の確保という観点から、バックアップ
データを保存することが望まれます。
また、必要に応じて電磁的記録の保存に関する責任者を定めるとと
もに、管理規則を作成し、これを備え付けるなど、管理・保管に万
全を期すことが望ましいと考えられます。

出典：電子帳簿保存法一問一答（スキャナ保存関係）問18



スキャナ保存の要件を緩和
機器とシステムの要件

システムの要件 令和3年度の改正
タイムスタンプ付与機能→いらない？
入力時情報の確認
訂正及び削除データの履歴保存及び内容
確認
入力者情報の確認
取引書類データと帳簿データを1対1で関
連付け
検索機能の確保

タイムスタンプ不要→入力期限内に入力されてい
ることが確認できる場合 クラウドサーバの時
刻設定がNTP（公共）サーバの時刻情報と同期さ
れている必要がある＝時刻情報の書換え出来な
い＝クラウドサーバが仕様になっていればOK
オンプレでもNTPサーバの時刻情報と同期して書
換えができないなどの場合OKか？
検索項目の緩和 3項目に限定 DLでもOK
取扱通達4-28

入力機器の要件
解像度200dpi以上で入力
スマホ等のカメラは387万画素以上
カラー画像（RGB各256諧調）一般書類は白黒256

変更なし

出力機器の要件
14インチ以上のディスプレー
カラープリンター
整然とした形式や文字を認識できる、速やかに検索し
出力できる

変更なし

スキャナ保存の要件を緩和
運用に関する要件

期限内に入力＝重要書類 令和3年度の改正事項
重要な書類のスキャナ保存入力期限（次のいず
れか）
・速やかに（概ね7営業日以内）
・業務サイクル後速やかに（2か月＋7営業日）
・特に速やかに（自署＋概ね3営業日）経費精算

「速やかに」又は「業務サイクル後速やか
に」以内に入力する→スキャナ保存に係る
事務処理手順を定めた社内規程の整備
2か月＋7日→標準に

「自署」「特に速やかに」→廃止
適正事務処理要件
相互けん制体制（二人以上の態勢で入力する）
定期検査（第三者が定期的に検査を行い入力を
確認 検査後原本廃棄可能 入力期限後の原本
は保存）
改善（不備が発覚した場合→報告・原因究明・
再発防止の態勢）

適正事務処理要件は廃止されたが「スキャ
ナ保存に係る事務処理手順を定めた社内規
程」は必要

申請書作成・提出→承認
所轄税務署に電帳法承認申請書を提出
申請期限→スキャナ保存を行う日の3か月前
みなし承認

承認制度廃止
税務調査時に電帳法採用について、説明で
きるように準備をしておく



問21 「国税関係書類に係る記録事項の入力」を
入力期間内に行うこととされていますが、入力
期間内に単なるスキャニング作業を終えていれ
ばよいのでしょうか。

【回答】
単にスキャニング作業を終えていればよいのではなく、入力期間内
に、スキャニングした国税関係書類に係る電磁的記録の記録事項に
タイムスタンプが付された状態又はその後の当該電磁的記録の記録
事項に係る訂正又は削除の履歴等を確認することができるシステム
（訂正又は削除を行うことができないシステムを含みます。）に格
納した状態にしなければなりません。

出典：電子帳簿保存法一問一答（スキャナ保存関係）問21

問21 「国税関係書類に係る記録事項の入力」を入力期間
内に行うこととされていますが、入力期間内に単なるス
キャニング作業を終えていればよいのでしょうか。
「解説」〜また、令和３年度の税制改正により、電磁的記録の記録事項に
係る訂正又は削除の履歴等を確認することができるシステム（訂正又は削
除を行うことができないシステムを含みます。）に入力期間内に電磁的記
録を保存したことが確認できる場合については、その確認をもってタイム
スタンプの付与に代えることができることとされましたが、この入力期間
内に保存したことが確認できる場合とは、例えば、他者が提供するクラウ
ドサーバ（同号ニに掲げる電子計算機処理システムの要件を満たすものに
限ります。）により保存を行い、当該クラウドサーバがＮＴＰ（Network 
Time Protocol）サーバと同期するなどにより、その国税関係書類に係る記録
事項の入力がその作成又は受領後、速やかに行われたこと（その国税関係
書類の作成又は受領から当該入力までの各事務の処理に関する規程を定め
ている場合にあってはその国税関係書類に係る記録事項の入力をその業務
の処理に係る通常の期間を経過した後、速やかに行われたこと）の確認が
できるようにその保存日時の証明が客観的に担保されている場合が該当し
ます(取扱通達４−28)。

出典：電子帳簿保存法一問一答（スキャナ保存関係）問21



スキャナ保存の手続に関するＱ＆Ａ
問︓これまで税務署長の承認を受け、スキャナ保存を行ってきましたが、
今回の承認制度廃止に伴い、何か手続は必要ですか︖
また、改正後の緩和された要件の下で保存を行っても問題ありませんか︖

回答︓施行日（令和４年1月１日）以後についても引き続き承認は有効で
あり、承認の取りやめの届出書を提出する（又は税務当局から取消処分を
受ける）までは、その後も改正前の要件を満たしてスキャナ保存を行う必
要があります。したがって、施行日前に承認を受けていた方が、施行日以
後緩和された要件の下で保存を行う場合には、承認の取りやめの届出書の
提出等の承認を取りやめる一定の手続が必要となります。
なお、施行日前に承認を受けていた方が、引き続き改正前の要件で保存を
行うか、新たに改正後の要件で保存を行うかは保存義務者の選択となりま
すが、重加算税の10％加重措置については、施行日以後に法定申告期限等
が到来する国税について適用されます。

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

問56 スキャナ保存の要件を満たさず保存されて
いる電磁的記録は、どのように取り扱われるの
ですか。
【回答】
スキャナ保存の要件を満たさず保存されている電磁的記録については、各
税法上の保存書類としては取り扱われません。

【解説】
スキャナ保存の要件を満たして保存が行われていない電磁的記録について
は、法第４条第３項後段の規定により保存が行われている場合であっても、
その電磁的記録は国税関係書類とはみなされないこととなります（法８
①）。
そのような場合には、各税法に定める保存義務が履行されていないことと
なるため、仕入税額控除の否認や、青色申告の承認取消し等の対象となる
可能性があります（スキャナ保存に係る国税関係書類（紙原本）の保存が
ある場合は除かれます。）。

出典：電子帳簿保存法一問一答（スキャナ保存関係）問56

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf


令和3年電子帳簿保存法の改正（スキャナ保存関係）
電子帳簿保存法承認制度の廃止 電帳法4条
帳簿：令和4年1月1日以降開始する事業年度分から適用
書類：令和4年1月1日以降保存を開始するデータから適用
スキャナ保存：令和4年1月1日以降保存を開始するスキャナ保存から適用
スキャナ保存の要件緩和
タイムスタンプ付与が不要に→期限内入力の確認できる・訂正削除履歴が残
るシステム NTP時刻サーバと同期
特に速やかの3営業日入力期限＋自署廃止
適正事務処理要件廃止
検索項目3項目に限定
罰則規定の強化
電帳法の要件に従った保存がされていない国税関係帳簿書類に係るデータ・
電子取引データは税法上保存義務がある帳簿書類として取り扱わない
重加算税10％加重

電子取引（区分③）に関する改正事項

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf


½電子取引のタイムスタンプ要件及び検索要件
について次のとおり要件が緩和されました。

タイムスタンプ要件に係るタイムスタンプの付与期間及び検索要件に係る
検索項目について「スキャナ保存（区分②）に関する改正事項」の２(1)と
(4)と同趣旨の改正が行われたほか、基準期間（注）の売上高が1,000万円以
下である方（小規模な事業者）について、税務職員による質問検査権に基
づく電磁的記録のダウンロードの求めに応じることができるようにしてい
る場合には、検索要件の全てが不要とされました。
遅滞なく→最長約２か月と概ね７営業日以内
取引年月日その他の日付、取引金額及び取引先

（注）「基準期間」とは、個人事業者については電子取引が行われた日の
属する年の前々年の1月1日から12月31日までの期間をいい、法人について
は電子取引が行われた日の属する事業年度の前々事業年度をいいます。

令和４年１月１日以後行う電子取引について適用
出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

2/2適正な保存を担保する措置として、次の見直
しが行われました。
⑴申告所得税及び法人税における電子取引の取引情報に係る電磁的記録に
ついて、その電磁的記録の出力書面等の保存をもってその電磁的記録の保
存に代えることができる措置は、廃止されました。

※消費税における電子取引の取引情報等に係る電磁的記録については、引
き続き出力書面による保存が可能です。

⑵電子取引の取引情報に係る電磁的記録に関して、隠蔽し、又は仮装され
た事実があった場合には、その事実に関し生じた申告漏れ等に課される重
加算税が10％加重される措置が整備されました。

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

令和４年１月１日以後に法定申告期限が到来する国税について適用

令和４年１月１日以後行う電子取引について適用

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf


電帳法10条→7条（令和3年度改正）

第十条 所得税（源泉徴収に係る所得税を除く。）及び法人税に係
る保存義務者は、電子取引を行った場合には、財務省令で定めると
ころにより、当該電子取引の取引情報に係る電磁的記録を保存しな
ければならない。
ただし、財務省令で定めるところにより、当該電磁的記録を出力す
ることにより作成した書面又は電子計算機出力マイクロフィルムを
保存する場合は、この限りでない。

第七条 所得税（源泉徴収に係る所得税を除く。）及び法人税に係
る保存義務者は、電子取引を行った場合には、財務省令で定めると
ころにより、当該電子取引の取引情報に係る電磁的記録を保存しな
ければならない。

令和4年1月1日以降の電子データに係る書面保存は不可能
電帳法の要件に従ったデータ保存が必要

電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存 令和
3年度改正 規則4条（参考）
第四条法第七条に規定する保存義務者は、電子取引を行った場合には、当該電子取引の取引情報（法第二条第五号に規
定する取引情報をいう。以下この項及び第三項において同じ。）に係る電磁的記録を、当該取引情報の受領が書面により
行われたとした場合又は当該取引情報の送付が書面により行われその写しが作成されたとした場合に、国税に関する法律
の規定により、当該書面を保存すべきこととなる場所に、当該書面を保存すべきこととなる期間、次に掲げる措置のいず
れかを行い、第二条第二項第二号及び第六項第六号並びに同項第七号において準用する同条第二項第一号（同号イに係る
部分に限る。）に掲げる要件（当該保存義務者が国税に関する法律の規定による当該電磁的記録の提示又は提出の要求に
応じることができるようにしている場合には、同条第六項第六号（ロ及びハに係る部分に限る。）に掲げる要件（当該保
存義務者が、その判定期間に係る基準期間における売上高が千万円以下である事業者である場合であって、当該要求に応
じることができるようにしているときは、同号に掲げる要件）を除く。）に従って保存しなければならない。
一当該電磁的記録の記録事項にタイムスタンプが付された後、当該取引情報の授受を行うこと。
二次に掲げる方法のいずれかにより、当該電磁的記録の記録事項にタイムスタンプを付すとともに、当該電磁的記録の
保存を行う者又はその者を直接監督する者に関する情報を確認することができるようにしておくこと。
イ当該電磁的記録の記録事項にタイムスタンプを付すことを当該取引情報の授受後、速やかに行うこと。
ロ当該電磁的記録の記録事項にタイムスタンプを付すことをその業務の処理に係る通常の期間を経過した後、速やか

に行うこと（当該取
引情報の授受から当該記録事項にタイムスタンプを付すまでの各事務の処理に関する規程を定めている場合に限

る。）。
三次に掲げる要件のいずれかを満たす電子計算機処理システムを使用して当該取引情報の授受及び当該電磁的記録の保
存を行うこと。イ当該電磁的記録の記録事項について訂正又は削除を行った場合には、これらの事実及び内容を確認す
ることができること。ロ当該電磁的記録の記録事項について訂正又は削除を行うことができないこと。
四当該電磁的記録の記録事項について正当な理由がない訂正及び削除の防止に関する事務処理の規程を定め、当該規程
に沿った運用を行い、当該電磁的記録の保存に併せて当該規程の備付けを行うこと。



電子取引に係る電磁的記録の保存要件
①保存場所 データの送信側の納税地

及び
データの受信側の納税地

納税地で保管しなくても
OK→納税地で見ることが出
来ればクラウドでもOK

②保存期間 原則7年間（法人税施行規則第59条）→11年2
か月年のデータ保存

青色申告・連結納税の承認
を受けている会社＝繰越欠
損金の控除は10年間→生じ
た事業年度は10年間

③措置
保存されべき
る電子取引
データの真実
性が担保され
る措置

以下の①〜④いずれかの措置を行う事
①送信者側がタイムスタンプ付きデータを送
信・受信者側は検証機能
②取引情報の授受後、タイムスタンプを付し、
保存担当者情報を確認できるように措置
③訂正削除出来ない（又は訂正削除履歴が保
存）システムでデータを授受及び保存
④正当な理由がない訂正および削除の防止に
関する事務処理規程を備付け・運用

EDI取引 メール クラウ
ド FAXそれぞれの電子取
引の授受方法ごとに検討
タイムスタンプの付与期限
の緩和
EDIやクラウド上が対応

→どの会社も用意しておく

④保存要件 関係書類の備付け・見読性の確保・検索機能
の確保（日付・金額・取引先）検索項目をDL
出来れば問題ない

操作マニュアル等 電子取
引データがすぐに見れる

電子取引の保存要件
真
実
性
の
要
件

以下の措置のいずれかを行うこと
①タイムスタンプが付された後、取引情報の授受を行う
②取引情報の授受後、速やかに（又はその業務の処理に係る通常の期間を
経過したのち、速やかに）タイムスタンプを付すとともに、保存を行う者
又は監督者に関する情報を確認できるようにしておく
③記録事項の訂正・削除を行った場合に、これらの事実及び内容を確認で
きるシステムまたは記録事項の訂正・削除を行うことが出来ないシステム
で取引情報の授受及び保存を行う
④正当の理由が無い訂正・削除の防止に関する事務処理規程を定め、その
規程に沿った運用を行う→サンプルあり

可
視
性
の
要
件

保存場所に、電子計算機（パソコン等）、プログラム。ディスプレイ、プ
リンタ及びこれらの操作マニュアルを備付け、画面・書面に整然とした形
式及び明瞭な状態で速やかに出力できるようにしておくこと
電子計算機処理システムの概要書を備付けること
検索機能※を確保する事
※帳簿の検索要件①〜③に相当する要件（ダウンロードの求めに応じることが出来るようにし
ている場合には、②③不要）保存義務者が小規模な事業者でダウンロードの求めに応じること
が出来るようにしている場合には、検索機能不要

出典：https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf

改正→スキャン保存時期と同じに

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021005-038.pdf


正当な理由がない訂正及び削除の防止
に関する事務処理の規程

出典：令和3年7月国税庁電子帳簿保存法一問一答 問24

訂正・削除の防止に関する事務処理の規程
電帳法基本通達7-5

規則第４条第１項第４号（（電子取引の取引情報に係る電磁的記録の訂正削除の防止））
に規定する「正当な理由がない訂正及び削除の防止に関する事務処理の規程」とは、例え
ば、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める内容を含む規程がこれに該当する。
⑴自らの規程のみによって防止する場合
①データの訂正削除を原則禁止
②業務処理上の都合により、データを訂正又は削除する場合（例えば、取引相手方か
らの依頼により、入力漏れとなった取引年月日を追記する等）の事務処理手続（訂正
削除日、訂正削除理由、訂正削除内容、処理担当者の氏名の記録及び保存）

③データ管理責任者及び処理責任者の明確化
⑵取引相手との契約によって防止する場合
①取引相手とデータ訂正等の防止に関する条項を含む契約を行うこと。
②事前に上記契約を行うこと。
③電子取引の種類を問わないこと。



電帳法と税務調査
税務署長への申請→承認が無くなったので
電帳法を適用した場合、税務調査に際して、システム等の内容を説明できるように資料の整備を行っ
ておく必要がある。担当調査官は会社の電帳法の状況を何も把握できないまま会社に赴くことになる

法第4条3項スキャナ保存 〜この場合において・・・
承認が無くても原本廃棄が出来るようになった。原本廃棄がされている場合に電帳法の法令要件に
従ったデータが保存されない場合にはどうするか？帳簿のデータとか決算関係書類や自社で発行する
書類の控えのデータを保存する場合で電帳法の法令要件に従っていなくても紙に出力すれば税法上は
問題ない。スキャナ保存は注意が必要。保存をするべき紙の書類は原本廃棄されてしまえば元に戻す
ことが出来ないことになる。したがって、電帳法の法令要件通りに保存が行われていない場合には税
法上保存が必要な書類としては取り扱わないことになるため、全くデータが見られなくなってしまっ
たら税務調査上でも確認ができないし、保存が全くないので確認が出来ないとなってしまう。「この
場合において～」で法令要件通り保存がされていない場合であっても必ずデータで保存しておいてく
ださいという確認事項となっている。そうしなければ全く何も保存されていない事となり青色申告の
承認の取り消しや経費や原価の否認の対象にもなりうる。

検索要件の緩和
【現行の検索要件】
①取引年月日、その他の日付、取引金額その他書類の種類に応じた主要な記録項目を検索の条件とし
て設定
②日付又は金額に係る記録項目については、その範囲を指定して条件を設定
③二以上の任意の記録項目を組み合わせて条件を設定
【令和3年改正】
①の検索要件は「日付、金額、取引先」に限定
②③は、税務調査の質問検査権に基づくデータのダウンロードの求めに応じる場合には不要

【一括印刷・電子帳票作成】

事務所で作成した財務諸表や税務申告書、また電子証憑であ
る原票データを一括保存して、顧問先に送付出来ます。

電子帳票
税理士・会計事務所

財務諸表 税務申告
書

証憑電子データ

一
括
保
存

顧問先へ

環境が無くても電帳法調査対応OK



令和3年電子帳簿保存法の改正（電子取引関係）

電子取引の保存の厳格化
電子取引に係るデータ保存→書面保存不可
検索項目を3項目に限定→「取引年月日」「取引金額」「取引先」
適用時期には注意→令和4年1月1日以降行われる電子取引から
罰則規定の強化
電帳法の要件に従った保存がされていない国税関係帳簿書類に係る
データ・電子取引データは税法上保存義務がある帳簿書類として取り
扱わない
重加算税10％加重

令和3年度改正の電子帳簿
保存法の概要について
〜お客様のデジタル化の前に事務所の改革を〜

2021年7月16日国税庁ホームページにて、
電子帳簿保存法の取り扱い通達趣旨解説
及び一問一答集が公開されました



経費精算の電子化の検討ポイント
【証憑の電子化イメージ】

取引先

中小企業

データで交付(WEB・メール等)
⇒電子取引

書面で交付
⇒スキャナ保存

日本ＩＣＳ
仕訳明細データ

ＤＷ・さくらボックス

関連付け・検索
・経費審議番号
・伝票番号など

法定保存期間
(7年〜11年)

経費明細データ

電子取引
(電帳法7条)

スキャナ保存
(電帳法4条3項)

経費明細データ

電帳法法令要件
を満たした

システムの利用

検索インデックス(DB)
帳簿の仕訳明細データと
相互関連性を確保する 関

連
付
け

さくら中央税理士法人の場合

経費業務のデジタル化による業務効率向上
【クラウド（さくらボックス）を活用した取引書類授受とデジタル化の検討】

さくら中央税理士法人の場合

クラウド（さくらボックス）により電子取引データの授受及び保存する場合のポイント
・授受するデータを全て保存でき、電帳法対応ができていること
・保存期間中クラウド（さくらボックス）で保存する(クラウドから自社サーバにデータを移管することも可能)
・取引データの入力や処理において、送受信データを活用できるか

業務システム
日本ＩＣＳ

文書保存領域
（オンプレも可能か？）

事務処理規程

取引書類作成

ＡＩ／ＯＣＲ

インポート

自動処理
クラウド

（さくらボックス）

電子取引データへの措置・・・
訂正削除の履歴保存されるシステム利用した

授受及び保存(措置③)
電帳法保存要件を満たしたシステム

アップロード

データ取り込み
（自動入力・処理）

中小企業

会計事務所業務システム



適用時期のまとめ

国税関係帳簿 R4年1月1日以降開始事業年度

国税関係書類 R4年1月1日以降保存を行う書類から

電子取引 R4年1月1日以降の電子取引→★注意

重加算税加重のまとめ

スキャナ保存

電子取引

電子データに記録された事項に関し。仮装隠蔽の事実に基づき期限後申告、
修正申告、更正、決定等があった場合には、その記録された事項に関し生じ
た申告漏れ等に重加算税が課される場合には、10％加重される

令和４年１月１日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用



法人税法施行規則第59条青色申告法人の「（帳簿書類の整理保存）」について

第五十九条 青色申告法人は、次に掲げる帳簿書類を整理し、起算日から七年間、
これを納税地（第三号に掲げる書類にあっては、当該納税地又は同号の取引に係る
国内の事務所、事業所その他これらに準ずるものの所在地）に保存しなければなら
ない。
一 第五十四条（取引に関する帳簿及び記載事項）に規定する帳簿並びに当該青

色申告法人（次項に規定するものを除く。）の資産、負債及び資本に影響
を及ぼす一切の取引に関して作成されたその他の帳簿

二 棚卸表、貸借対照表及び損益計算書並びに決算に関して作成されたその他の
書類

三 取引に関して、相手方から受け取った注文書、契約書、送り状、領収書、見
積書その他これらに準ずる書類及び自己の作成したこれらの書類でその写し
のあるものはその写し

原則：紙で全て保存する

令和3年電子帳簿保存法の改正

国税関係帳簿の要件緩和
優良電子帳簿制度 その他の電子帳簿 国税関係帳簿の作成及び保存の要件緩和
優良電子帳簿（事前の届出書提出必要）→過少申告加算税5％減免 青色申告特別控除65万円

スキャナ保存の要件緩和
タイムスタンプ付与が不要に→期限内入力の確認できる・訂正削除履歴が残るシステムNTP
特に速やかの3営業日入力期限＋自署廃止 適正事務処理要件廃止 検索項目3項目に限定

電子取引の保存の厳格化
電子取引に係るデータ保存→書面保存不可
検索項目を3項目に限定→「取引年月日」「取引金額」「取引先」
適用時期には注意→令和4年1月1日以降行われる電子取引から

罰則規定の強化
電帳法の要件に従った保存がされていない国税関係帳簿書類に係るデータ・電子取引データは税法
上保存義務がある帳簿書類として取り扱わない 重加算税10％加重

電子帳簿保存法承認制度の廃止 電帳法4条
帳簿：令和4年1月1日以降開始する事業年度分から適用
書類：令和4年1月1日以降保存を開始するデータから適用
スキャナ保存：令和4年1月1日以降保存を開始するスキャナ保存から適用

令和４年１月１日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用



一問一答他（参考URL）
• 国税庁HP

• https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/4-3.htm
• 一問一答（帳簿書類関係）

• https://www.nta.go.jp/law/joho-
zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021006-031_04.pdf

• 一問一答（スキャナ保存関係）
• https://www.nta.go.jp/law/joho-

zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021006-031_05.pdf
• 一問一答（電子取引関係）

• https://www.nta.go.jp/law/joho-
zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/0021006-031_06.pdf

• 各種規程等サンプル
• https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/0021006-

031.htm

検索：電帳法一問一答
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https://youtu.be/FCoO_mPoFfg

https://youtu.be/FCoO_mPoFfg

